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ＰＦＩ事業者に対する公務員の出向について(B-1-1、B-5-2） 

○  国・地方の公務員を民間事業者に派遣する制度としては、次のような制度が挙げられる。 

 ・ 官民人事交流法に基づく交流派遣（国） 
    〔目的・事由〕 人材の育成等による公務の能率的な運営  〔期間〕 ３年以内（最長５年）  〔対象〕 株式会社、相互会社、信用金庫等 
    〔交流の制限〕  所管関係に基づく制限（直近２年間）、契約関係に基づく制限（直近５年間のうちのいずれかの年度）等 

 ・ 三セク派遣法に基づく派遣（地方） 
    〔目的・事由〕 地方公共団体の事務事業と密接な関連があり、人的援助を行う必要  〔期間〕 ３年  〔対象〕 出資法人 

 ・ 人事院規則又は条例に基づく休職派遣（国・地方） 

    〔目的・事由〕人事院規則又は条例で定める事由  〔期間〕 ３～５年  〔対象〕 人事院規則又は条例で定める対象         等 
 

                                                            
○ 公務員は「全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない」（憲法第１５条第２項）ことから、特定の民間 
 事業者の業務に公務員を従事させることについては、おのずから制約がある。 

○ また、営利を目的とする民間事業者の業務に公務員を従事させる場合には、公務の公正性及び信頼性を損な 
 わないようにすることが必要である。とりわけ、官民の癒着の疑念を招くようなことがあってはならない。 

○ 公務員の民間事業者への派遣が長期間にわたれば当該公務員が公務に戻って活躍することにも支障が生ずる 
おそれもあることにも留意することが必要となる。 

○ これらのことから、公務員の民間事業者への派遣に関する現行の制度においては、派遣の目的、派遣期間の 
 上限、派遣先の要件、派遣される職員の要件等が定められており、これらの目的、要件等に合致する場合に
限って派遣することができることとされている。 

○ 現在、内閣府ＰＦＩ推進室において、公務員の出向についての具体的なニーズ、課題等に関し調査を行い、 
 その結果を踏まえ、必要に応じて方策の検討がなされるものと承知している。 

○ 総務省としては、上記の趣旨に留意しつつ、公務員制度を所掌する立場から、実際に公務員を派遣する場合
の手法や留意点等について周知等するなど、必要に応じ、協力を行ってまいりたい。 

※ なお、一般の民間企業を対象にしたものではないが、特別の法律により設立された法人で、その法人における勤務が国の果た
すべき責任・役割や事務・事業への従事と同等に評価できると認められるものについては、国家公務員が一旦退職し引き続き当
該法人に勤務した場合、当該職員の退職手当の算定に当たってその法人の在職期間を国での在職期間とみなす制度がある。 
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